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はじめに

　前近代イスラム史の展開においては、ワク
フ（wqaf）あるいはハブス（ḥabs）と呼ばれ
る信託制度（以下、ワクフと呼ぶ）が経済社
会を支えるチャネルとして重要な役割を果た
していたことは論を俟たないが、その態様は
時代によっても地域によっても大きく異なっ
た。したがって、信託財産の運用実態を実証
的に明らかにしようとするならば、特定の時
代・地域の経済社会構造との結びつきや相互
連関を念頭に置きながら個別事例の検証の積
み重ねが必要である。他方で、個々の事例に
共通する要素や、類似の現象を生ぜしめた要
因などを明らかにし、信託財産の形態やその
運用方法を規定する経済社会構造を特定する
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作業もまた、同時に進めなければならない。
　本稿のねらいは、信託財産の運用実態の一
端を明らかにする試みとして、15〜16世紀エ
ジプトにおいて信託財産の運用方法が多様化
した背景とその意味を、イスラム法（1）の学説
とのかかわりにおいて検討することである。
なぜ法学説に着目するのかは後述するとし
て、まずはワクフの成り立ちと仕組みについ
て確認しておこう。
　ワクフは、イスラム法学上の議論では、個
人が有する財産の所有権の移転を「停止」し、
その用途を永久に特定の目的、すなわち慈善

（ṣadaqa）のために拠出する信託行為および
信託財産のことと定義される（2）。所有権の移
転が停止された財産は、以後、売買や贈与、
相続ができなくなり、その収益はモスクやマ
ドラサ（イスラム法学の研究教育機関）、病
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院などの宗教関連施設・公益施設の運営費や、
孤児の教育・生活補助、さらには貧者への施
しのために用いることが求められた。寄進時
にさだめた諸規定は、法廷（3）で認証を得るこ
とで法的な拘束力を持つようになったことか
ら、ワクフはイスラム法の規定に則って締結
される契約でもあった。信託に供する財産や
受益対象および管財人を指定し、その運営方
針を明文化したワクフ設定文書は、定款とし
ての役割も担った。所有権の移転を停止する
ことから、アラビア語で「停止」を意味する
ワクフの語が用いられるようになったが、そ
こから派生してワクフは寄進にかかわる現象
や信託財産そのものをさすようになったた
め、文脈に応じて「信託制度」「寄進事業」「寄
進・信託財産」などと邦訳できる（4）。本稿では、
主に信託制度および信託財産の意でワクフの
語を用いる。ワクフの起源については、古代
エジプトの慣行に求める説、ビザンツの教会
寄進制度との関連を指摘する説、イスラムの
勃興期に求める説などいくつかのバリエーシ
ョンがあるが（5）、比較的早い時期からその萌
芽とみなせる制度はあったと考えてよい。
　その後、ワクフはイスラム史の展開のなか
で制度としても、また法理論的にも発達する
が、とりわけマムルーク朝（1250〜1517年）
とオスマン朝（1299ごろ〜1922年）において
ひろく社会に浸透し、両王朝の支配領域の大
部分を構成した東地中海地域の経済社会構造
を規定した。というのも、ワクフはイスラム
法の許で締結される財産行為の1つであり、
一旦ワクフに設定された財産は以後イスラム
法の規定にもとづき運用することが求められ
たからである（6）。何より重要なのは、ワクフ
には永続性が求められたことであり、一旦ワ
クフに設定された財産は、原則として変更や
取り消しが認められなかった。そのため、前
近代においてワクフに設定された財の大半
は、半永久的に収益を生み出すことができる
不動産であった。
　しかしながら、いうまでもなく、不動産の

資産価値は付加価値を生み出させる創意工夫
がなければ、時間の経過とともに経年劣化や
損壊などにより低下する。このことは、ワク
フに永続性が求められたことと逆説的関係に
あり、ワクフ経営に携わる管財人（7）や法廷の
主宰者としてワクフの認証を業務としたカー
ディー（法官）（8）はもちろんのこと、かれらの
経営判断や判決の理論的な後ろ盾となった法
学者（9）たちを悩ませてきた。
　この難題にたいし、法学者たちは、古典学
説ではその合法性が問題視されていた契約や
取引を認めることで対応してきた（10）。古典
学説で想定されていた理念的な社会のあり方
と、現実社会との間の齟齬に直面する法学者
たちの理論的かつ実践的な営為が、まさにワ
クフ研究における法学書の史料的価値を生み
出しているといえる。
　まずは、近年の研究潮流をかんたんにサー
ベイしたうえで、法学書にみられるワクフ経
営をめぐる議論に着目する本稿の意義を明ら
かにしておこう。

Ⅰ．問題の所在と本稿の射程

1.　ワクフと生活実態の関わりへの視角
　近年のワクフ研究は、ワクフ関連文書（11）

にもとづく実証分析が主流となっている。な
るほど、ワクフに直接関わった寄進者や受益
者にかんする生の情報が記されている点で、
ワクフ関連文書は依然としてワクフ研究にお
いて第一級の史料的価値を有しているといえ
るだろう。しかしながら、ワクフ関連文書に
記されているのは寄進時および規定が改変さ
れた時点での情報であり、かつ基本的には契
約事項に限られる。いわばワクフ経営の理念
が記されたこのワクフ関連文書の内容が、果
たしてじっさいに遵守されたのか否かはまた
別の問題なのである。
　それにたいし、本稿が着目する法学書で
は、ワクフのあつかいやその法学的な位置づ
け、さらには古典学説に照らして問題がある
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契約や取引が具体的なケースにそくして述べ
られている。法学書は、したがって、ワクフ
関連文書からはみえてこないワクフ経営のあ
り様を、とくに生活実態とのかかわりを念頭
に置いて問うことのできる史料といえるので
ある。
　また他方で、これまで主に法学・法制史研
究の典拠として用いられてきた法学書につい
ても、近年、その性格規定をめぐって新た
な議論が提起されている。S. A. アユッブは、
法学書が理論をあつかう一方で、ファトワー

（法学裁定）（12）と法廷記録がじっさいの慣行
と社会の現実を反映しているという前提を見
直す必要性を主張している（13）。法学書にみ
られる設例がどの程度社会の現実を反映して
いるかは慎重に見極めなければならないが、
少なくとも各設例のなかに古典学説が想定し
ていなかった社会のあり様を見出すことはで
きる。
　さて、法学書ではしばしば収益を生まなく
なったワクフの取りあつかいについて議論さ
れている。先述のように、ワクフは原則とし
て永続することを前提に設定されるものであ
ることから、法学書の議論では、経年劣化し
たワクフをどのように再生させて所期の収益
を確保するか、換言すれば、既存のワクフを
どのように継続させるかに主眼が置かれてい
るのである。ワクフの運用方法の多様化は、
社会の変化に対応するなかで古典学説を書き
換えてゆく過程で生み出されたといえよう。
　他方で、法学書の内容を検討すると、ワク
フが次第に個人の経済生活と結びついてゆく
様子もみてとれる。ワクフ関連文書に依拠し
た従来の研究が、基本的には権力者を対象に
してきたことを踏まえれば、市井の人びとを
も対象にしていると考えられる点で、法学書
は新たな可能性を有しているともいえる。
　以上の問題点を念頭に置きつつ、本稿は15
〜16世紀エジプトでワクフの運用方法が多様
化した背景とその意味を、とくにハナフィー
派法学者の議論に着目することで検討する。

15〜16世紀エジプトとハナフィー派に着目す
る理由を明らかにするために、まずはこの時
期のエジプトを取り巻く状況を確認しておこ
う。

2.　15〜16世紀エジプトのワクフをめぐる状
況と環境変化

　前述のように、ワクフは13世紀以来エジプ
トの支配王朝であったマムルーク朝と、1517
年にエジプトを征服して属州化したオスマン
朝において法理論的に発達し、ひろく社会に
浸透した。オスマン朝征服時点のエジプトで
は、農地のおよそ 4 割がワクフに設定されて
いたともいわれており（14）、ワクフがエジプ
トに暮らす人びとの日常生活をも規定するフ
ァクターであったことがわかる。
　くわえて、この時期のエジプトでは、ワク
フと債権債務関係のつながりが確認できる。
オスマン朝征服直後の1527〜28年のサーリヒ
ーヤ法廷（カイロ）の記録によれば、持ち込
まれた相談内容のうちおよそ半分が負債にか
かわる係争であった（15）。このように、債権
債務関係を結ぶことがいわば常態化していた
なかで、ワクフ経営においても資金の借入れ
や質入れがなされたことが、法学書の内容か
らわかる。さらに、負債を抱えた人物による
ワクフのように、権力者のみならず市井の人
びとが相続や借金逃れのためにワクフを利用
したと考えられる記述が、法学書ではみられ
る。ワクフは、したがって、少なくとも15〜
16世紀エジプトにおいては有力者や資産家の
みに許された特権的な行為ではなく、人びと
が自らの財産をめぐって取りうる選択肢の 1
つであった（16）。
　また、15〜16世紀エジプトでは、スンナ派
4 法学派のなかでもハナフィー派が継続して
大きな影響力を持っていた。一般に、マムル
ーク朝ではシャーフィイー派が他の法学派に
優越していたと考えられているが（17）、堀井
が「マムルーク朝の正統性を法的に承認した
ハナフィー派が実質的な第一党であった（18）」
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と述べるように、マムルーク朝においてはハ
ナフィー派とマムルーク軍人の結びつきは強
く、オスマン朝期に至ってハナフィー派は公
式法学派としての地歩を固めることとなっ
た。マムルーク朝期とオスマン朝期をつうじ
てワクフ経営に関与し続けたハナフィー派に
着目することで、一貫した視点からエジプト
のワクフの展開を見通すことができる。
　さらに、近年、15〜16世紀エジプトの連続
性に着目した研究が相次いで発表されてい
る。すなわち、何が断絶したかよりも何が継
続したかを問うことで、支配王朝の交代がエ
ジプトの歴史においてどのような意味を持
つのかを明らかにする研究が進められてい
る（19）。ワクフはまさに、その永続性ゆえに、
こうした近年の研究関心に応えうるテーマで
あるといえよう。チェルケス期（マムルーク
朝後期、1382〜1517年）からオスマン朝期に
かけての長期持続のなかで、ワクフが市井の
人びとの間にも浸透したことの意味を問うこ
とで、政治構造の変容とは別の視点からこの
時期のエジプトの社会のあり様を明らかにで
きるのである。
　ただし、オスマン朝期エジプトのワクフを
めぐる問題は、一方でエジプト社会の実態に
根ざしており、他方で司法体制の再編とも関
係している。そのため、オスマン朝期エジプ
トのワクフをめぐる問題を検討するさいに
は、司法体制のオスマン化を念頭に置いてお
かなければならない（20）。

3.　本稿で主に参照する法学者と史料
　以上の点を念頭におきながら、本稿では15
〜16世紀エジプトで活躍したハナフィー派法
学者であるタラーブルスィー（al-Ṭarābulusī，
1449〜1516年）とイブン・ヌジャイム（Ibn 
Nujaym，1520〜63年）の所論を主に参照する。
タラーブルスィーは、ダマスクスで研鑽を積
んだのちに1467〜68年ごろにはカイロに移り
住んだとされており（21）、その著書『ワクフ
の諸規則における助け』（al-Is‘āf fīaḥkām al-

awqāf）では、より善いワクフ経営の方法を説
いている。それにたいして、イブン・ヌジャ
イムは、オスマン朝征服直後のエジプトで生
まれ、ハナフィー派を代表する論客として活
躍した。その著述活動は多岐にわたるが、比
較的小規模なワクフについて議論していると
ともに、ワクフと個人の経済生活のかかわり
を前提にしている。したがって、彼の所論は
市井の人びとのワクフとの関わり方の一端を
もスケッチしていると考えられ、その生活実
態を明らかにする手掛かりを得ることができ
る。このことは、従来のワクフ研究の特徴で
ある権力者への関心の集中を克服する可能性
を秘めているといえよう。タラーブルスィー
もイブン・ヌジャイムもワクフにかんして多
面的かつ批判的な議論を展開しているため、
エジプトのワクフをめぐる状況や人びとのワ
クフとの関わり方について知ることができ
る。
　ただし、イブン・ヌジャイムについては若
干の注意を要する。イブン・ヌジャイムはオ
スマン朝による征服直後のエジプトで生まれ
育ったことから、先行研究ではマムルーク朝
とオスマン朝のちょうど中間に位置する存在
とされ、オスマン朝によるエジプトの属州化
プロジェクトや、オスマン朝のウラマーとの
関係を念頭に置いて取り上げられてきた（22）。
それは、彼の所論がオスマン化されたエジプ
ト社会の文脈のなかでこそ意味を持つと考え
られたからに他ならないが、他方で彼はエジ
プトの実情を見聞きした「当事者」でもあり、
先行研究ではその点が考慮に入れられること
はあまりなかった。本稿では、かれの属性の
うち、「当事者」としての側面に着目して議
論を進めることとする。

Ⅱ．法学書にみられるワクフ経営の実態

　本稿では、ワクフをめぐるタラーブルスィ
ーとイブン・ヌジャイムの所論のうち、ワク
フの永続がいかに困難であるかをもっとも如
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実に示していると考えられる経営難に陥った
ワクフの再生・継続をめぐる議論、およびワ
クフと個人の経済生活の結びつきをもっとも
端的に表現していると考えられるワクフと債
権債務関係をめぐる議論を検討する。それに
より、15〜16世紀エジプトのワクフが置かれ
た状況とその問題点を浮かび上がらせるとと
もに、ワクフの運用方法の多様化を推し進め
たイスラム法の規定の変化が不動産をめぐる
社会の現実を反映していることを指摘する。
そのうえで、限られた事例ではあるが15〜16
世紀エジプトの法学書をそれ以前の法学書と
比較してみたい。

1.　ワクフの経営状況改善の試み
　ワクフ経営においては、その収益は何より
もまずワクフ自体の修繕や維持管理のために
用いることが求められるが、イブン・ヌジャ
イムはワクフ物件を賃借している人物が増
築・リノベーションを実施する場合、それが
ワクフにとって有益ならばたとえ不法な手段
であっても認められると説明する（23）。
　また、ワクフ経営をめぐってしばしば議論
の的となった長期賃貸借契約についても、営
繕を目的とするのであれば認められるとする
ファトワーを発している（24）。長期賃貸借契
約については、アイユーブ朝期（1169〜1250
年）には行政官僚であったイブン・マンマー
ティー（Ibn Mammātī, 1209年没）がすでにそ
の存在を示唆する記述を残しているのにくわ
え（25）、オスマン朝期にはハンバル派とマー
リク派のナーイブ（カーディー代理）（26）から
承認を得たり、 3 年契約を複数締結すること
で90年を超える賃貸借の事例もみられたとい
われている（27）。
　相場の賃料よりも廉価な賃料を定めてワク
フ物件を賃貸することは、原則として認めら
れないこととされていたが（28）、イブン・ヌ
ジャイムは借り手が見つからない場合には軽
微な値下げであれば認める見解を示してい
る（29）。

　これらのことから、ワクフの修繕・リノベ
ーションに要する費用を賃借人に負担させる
意図や、ワクフの収益確保と長期経営への配
慮が読み取れる。

2.　ワクフと質権
　タラーブルスィーはワクフを担保とするこ
とはその健全経営を阻害するため認められな
いと説きつつも、ワクフに設定された家屋を
質入れし、質権者がそこに居住する場合には
相場の賃料を支払う必要があると説明してい
る。ここでのタラーブルスィーの見解は、一
見矛盾しているようにもみえるが、ワクフを
質物のようにあつかうことは極力避けるべき
だが、もし仮に何らかの事情でワクフに設定
された物件を質入れしなければならなくなっ
た場合には、その健全経営を阻害しないよう
に細心の注意を払わなければならないことを
説明しているのだと考えられる。たとえ質権
者であっても賃料を支払うことなくワクフに
設定された家屋に居住すれば、その家屋は利
益を生まなくなる。そのような状態を避ける
べく、受益者が本来得るべき利益が侵害され
ないように質権者からも賃料を徴収すること
が必要とされたのである（30）。
　それにたいしてイブン・ヌジャイムは、ワ
クフと質権が設定された物件の賃貸借につい
て議論している。それによれば、賃貸借契約
の満了はその他の契約を解除する理由とはな
らず、物件は弁済の日まで質権者の占有下
にある。弁済後はワクフの状態が継続する
が、もし弁済前に質権設定者が死去した場合
には、物件を売却して弁済費に充当する（31）。
この設例では、 1 つの物件のうえに複数の契
約を締結することが想定されているが、この
ことはイスラム法にもとづく不動産の所有関
係の特質（32）を示している。すなわち、不動
産をめぐる権利関係を重層化・細分化して把
握するイスラム法の認識方法は、たしかに現
実社会における取引や契約にも影響をおよぼ
しているのである。
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3.　ワクフ経営における資金の借入れ
　タラーブルスィーは資金の借入れにたいし
ては比較的寛容な態度を示しているが、その
条件として、カーディーの許可を得ること、
借入れはワクフの収益が一切残っていない場
合に限ること、そして返済はワクフの事業収
益からこれを充当することを挙げている（33）。
それにたいしてイブン・ヌジャイムは、借入
れは原則として認められないと説きつつも、
例外としてワクフの福利（maṣlaḥa）のため
であれば特定の条件下で借入れが認められる
と説明する。その条件とは、寄進者の命令に
もとづく借入れであること、カーディーの許
可を得ること、賃貸条件を緩和しないこと、
ワクフの事業収益から弁済費を充当すること
である。イブン・ヌジャイムは、借入れにさ
いしてタラーブルスィーとほぼ同じ条件を挙
げているが、興味深いことに後払い売買（掛
売り）による実質的な借入れの方法を説いて
もいる（34）。
　タラーブルスィーとイブン・ヌジャイムの
見解を比較すると、共通点と相違点が明らか
となり、両者が生きた時代のエジプトのワク
フをめぐる状況が浮かび上がってくる。ワク
フ経営における借入れをめぐっては、両者と
もにカーディーの許可が必要だという点、事
業収益から返済資金を捻出することを求めて
いる点では共通しているが、タラーブルスィ
ーはどちらかといえば借入れを推奨し、イブ
ン・ヌジャイムは慎重な姿勢を示している。
ただし、イブン・ヌジャイムとて一概に借入
れの実施を否定していたわけではない。ワク
フのための借入れは、「ワクフの福利のため
にそれが必要とされる」かぎりにおいて認め
られるのである（35）。
　くわえて、イブン・ヌジャイムは「寄進者
が管財人に命じたのであれば」ワクフのた
めの借入れが認められると説明している（36）。
寄進者の意向を尊重する姿勢は、イブン・ヌ
ジャイムの主張を支える特徴の 1 つである
が（37）、彼の借入れにたいする慎重な姿勢は、

当時のエジプトでは寄進者の意向よりも目先
の利益を優先させて賃貸条件を緩和する管財
人が存在したことを示唆する。賃貸条件の緩
和とは、具体的には相場の賃料を下回る価格
帯での契約締結をさしていると考えられる
が（38）、それにより、短期的には経営状況が
改善したとしても、所期の収益を得ることが
できない以上、長期的にはワクフに損失をも
たらすことは避けられない。タラーブルスィ
ーは、資金の借入れによるワクフの経営状況
の立て直しに期待していたのにたいし、イブ
ン・ヌジャイムは見通しの甘い借入れが逆に
経営状況を悪化させることを懸念しているよ
うにも読み取れる。ワクフの長期経営にたい
する両者の見解の違いは、資金の借入れがワ
クフ経営におよぼす影響が両者の生きた時代
で異なることの傍証だとみなすこともできよ
う。とはいえ、イブン・ヌジャイムが借入れ
に慎重な見解を示しながらもその具体的な方
法を説いていることは、ワクフ経営の難しさ
を象徴的に物語っている（39）。

4.　ワクフの廃止
　どうしても継続が困難になったワクフは、
廃止することとなる。タラーブルスィーは不
慮の事故や管理不行き届きによってワクフが
荒廃した場合には、そのワクフは廃止され、
ワクフ物件の瓦礫が寄進者あるいはその法定
相続人の許にわたることを説明している（40）。
イブン・ヌジャイムもまた、ワクフが荒廃し
た場合にはその瓦礫の売却益を代わりとなる
ワクフの購入費に充てるか、それが無理なら
ば瓦礫は寄進者もその法定相続人もいない場
合には貧者のために用いることを説いてい
る（41）。
　イブン・ヌジャイムの議論で特徴的なの
は、廃止となったワクフの書面上でのあつ
かいや（42）、いったん廃止されたワクフの取
りあつかいについても言及していることで
ある（43）。すなわち、イブン・ヌジャイムは、
荒廃したワクフをめぐる具体的な手続きにつ
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いても説明している。くわえて、寄進者不明
のワクフが荒廃した場合については、イブン・
ヌジャイムはそのワクフの所在地である街区
の住民がこれを貧者のために施しとして提供
することを説く（44）。これにより、街区住民
はたとえ自身ではワクフに設定する財産を持
たなかったとしても、共同で善行を積んだこ
とになるのである。こうしたいわば街区住民
による「貧者の一灯」は、喜捨の精神にもと
づく慈善行為とみなすことができるため、貧
者にとって益があるのみならず、街区の住民
にとっても宗教的な意味を有したのである。

5.　債務者によるワクフ
　これまでは、基本的に 1 度立ち上げられた
ワクフをいかに継続させるかが主な論点であ
ったが、債務者によるワクフをあつかった設
例では、寄進の動機が重要になってくる。た
とえば、債務者が返済を免れるために財産を
ワクフに設定したのだとすれば、そのワクフ
は有効なのであろうか。
　この問題について検討するさいの手掛かり
となるのが、イブン・ヌジャイムのファトワ
ーである。彼によれば、負債がある人物が全
財産をワクフに設定した場合、そのようなワ
クフは有効ではないためカーディーによって
売却され、債権者たちに貸与額に応じて分配
される（45）。また、自らの財産を上回る借入金
を有する人物が病に臥した状態で財産をワク
フに設定した場合、そのようなワクフは有効
ではないため、やはり売却されて借入金の返
済に充てられる（46）。後者の設例では、いわゆ
る「死の病（47）」に臥した状態でワクフを設
定するケースが想定されており、借金から逃
れようとする寄進者の意図が見え隠れする。
　このような個別事例そのものが有する特殊
性が興味深いことはいうまでもないが、他方
で誰がこのファトワーを欲しがったのかを問
うこともまた、この設例がどのような現実を
反映しているかを考えるうえで重要である。
たとえば、全財産をワクフに設定した人物や、

病に臥した状態で家屋や土地をワクフに設定
した人物を想定した設例では、債務者（老齢
者）が借入金の返済を回避するために財産を
ワクフ化することを懸念した債権者が、それ
を封じるために事前にファトワーを取得して
いたと考えることができる。
　しかし、イブン・ヌジャイムは別のファト
ワーにおいて、債務を抱えた人物が財産をワ
クフに設定した場合、ワクフの収益からの弁
済を条件づけていれば認められると説明して
いる（48）。この設例でも、誰がどのような目
的でこのようなファトワーを必要としたのか
が重要である。たとえば、なんらかの事業（た
とえば石鹸や繊維製品をあつかう製造業、あ
るいは宿泊業など）を立ち上げたい人物が事
業収益を弁済の原資とすることを条件に資金
を借入れて建物や土地をワクフに設定するケ
ースや、債務を抱えた人物が弁済費用を捻出
するために不動産をワクフに設定して運用益
を生み出すことを考えているケースなどが想
定できよう。
　ところで、ワクフの収益からの弁済を条件
づけて財産をワクフに設定する設例におい
て、債務者はなぜ財産をワクフに設定する必
要があったのであろうか。財産をワクフに設
定することなく、担保にして資金を借入れる
ことも可能だったはずである。あるいは、わ
ざわざワクフに設定することなく、自らが有
する不動産を効率的に運用して収益を生み出
す選択肢もあったはずである。だが、イブン・
ヌジャイムのファトワーが示唆するように、
財産をワクフに設定しておくことには大きな
利点があった。この利点を理解するためには、
11世紀以降に少しずつ進んだ契約のあり方の
変化を踏まえておかなければならない。

Ⅲ．不動産運用の一般化と契約的枠組み
の後景化

1.　契約にもとづく賃貸借関係と侵奪
　ハナフィー派の学説では、商品（commodity）
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とはそれが必要になるまで蓄積または貯蔵が
可能であるものと定義され、人間の労働も土
地の生産的利用もその意味では商品にはなり
得なかった。これらを計算可能な価値を有す
る商品に転化するためには、契約をつうじて
実体化する必要があった。それゆえ、賃貸借
などの使用利益を対象とする取引は、契約を
締結することによってはじめて成立した。た
だし、賃料の支払い義務は、契約そのものか
ら生じるのではなく、賃借人が賃貸借契約に
もとづいて不動産を使用収益できるという事
実から生じる。そのさいの賃料は、契約上の
合意によって決定され、売買契約における価
格と同じ役割を果たす。しかし、契約によっ
て取り決めた賃料が著しく廉価な場合、賃貸
人の賃貸収入は少なくなる。とりわけワクフ
に設定された不動産において、賃貸収入が過
小にしか得られなければ、その永続性を担保
することが難しくなる。そこで法学者たちは、
賃料にかんする別の概念を生み出した。それ
は、同等の質と規模の不動産で得られる賃料
の平均価格にもとづき決定される「相場の賃
料」（ajr al-mithl）という概念であった。この
ような概念が案出されたことは、法学者たち
が特定の種類の財産を保護する必要性を実感
していたことを示唆しており、ワクフはその
典型であろう。約定賃料が相場の賃料を著し
く下回り、そのことがワクフに損失をもたら
す場合には、賃貸人（管財人）あるいはカー
ディーが当該契約を解除することができると
する見解も生まれた。ただ、約定賃料と相場
の賃料のいずれを適用すべきかについては学
派内でも意見の対立があり、約定賃料の有効
性を支持する見解は、小作人の利益を保護す
る観点から依然として影響力を持っていた。
　不動産の賃貸借において契約が有する重要
性にくわえ、本稿の議論との関連で踏まえて
おかなければならないのは、侵奪をめぐる認
識である。なぜなら、賃貸人の利益の保護に
かかわる学説は、賃貸借関係を侵奪と同一視
することによって成立したと考えられるから

である。従来のハナフィー派の学説では、賃
貸借関係にもとづく賃料の支払いと侵奪にた
いする補償は明確に区別されていた。不動産
をめぐっては、賃貸借契約や分益小作契約を
締結していないのであれば、その使用利益は
商品価値を有しないため、たとえ誰かが不法
な手段で利用したとしてもその間の賃料が支
払われることはない（49）。他方で、ある人物
が不動産を侵奪した場合、侵奪者は不法に取
得したもの（不動産およびその付随物）を返
還するとともに、自らの行為によってその資
産価値が低下した場合には賠償金の支払いが
求められたが、この賠償金は賃料とはみなさ
れない。かといって、侵奪者に当該期間中の
賃料の支払いが求められることはない。なぜ
なら、賃料の支払い義務を生じさせるために
は、それに先立って契約が締結されている必
要があるからである。契約の重要性は、まさ
にこの点に求められる。この前提にもとづけ
ば、ある人物（賃貸人）が不動産を賃貸し、
それを使用収益する人物（賃借人）が対価と
して賃料を支払うことを契約によって定めて
いたとしても、第三者が当該不動産を侵奪し
た時点で賃借人はそれを使用収益できなくな
るため、賃料の支払い義務はなくなる。しか
し、賃貸人は当然のことながら侵奪者とは契
約を締結していないため、その不動産の資産
価値の低下こそ補償されても、その間に賃借
人から徴収できたはずの賃料は補償されな
い。かくして、賃貸人は期待収益を失うこと
になる（50）。

2.　ワクフ、孤児の財産、営利物件にたいす
る特別な配慮

　しかしながら、11〜12世紀ごろから賃貸借
契約にもとづく賃料の支払いと、侵奪にたい
する補償の区別が曖昧になってゆく。12世紀
の中央アジアでは、ワクフに設定された不動
産を侵奪することは相場の賃料の支払い義務
を生じさせるとする見解がみられるようにな
るとともに、不動産がワクフあるいは孤児の
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財産である場合には、相場の賃料を著しく下
回る価格帯での賃貸借契約は侵奪と同一視さ
れ、相場の賃料の支払い義務を生じさせると
主張する法学者も現れた。この考え方は、ワ
クフと孤児の財産のみならず、賃貸に供する
ことで運用することを想定した営利物件にも
適用されるようになり、所有権や契約を根拠
にその使用利益を享受したとの弁明がなけれ
ば、相場の賃料の支払い義務が生じることと
された。12世紀時点では、ワクフ、孤児の財
産、および営利物件の利益の保護をめぐるこ
のような考え方の実効性は依然として限定的
であったが、契約にもとづかない賃料を認め
ている点で、この見解は明らかにそれ以前の
学説とは異なる特質を有していた。
　11〜12世紀にはじまった賃料をめぐる認識
の変化を体系化したのが、マムルーク朝およ
びオスマン朝の法学者であった。12世紀以降
に発達した学説は、明らかに土地を有する富
裕層の存在を前提にしており、小農に配慮す
るかたちで形成されたそれ以前の学説とは、
その性質を大きく異にしていた。そして、マ
ムルーク朝およびオスマン朝の法学者は中央
アジアで発達した学説を取り入れつつ、賃貸
人の利害に配慮する新たな不動産運用の枠組
みを案出した。それは、侵奪された不動産が
ワクフもしくは孤児の財産である場合、相場
の賃料の支払い義務が生じるというものであ
り、とくにワクフと孤児の財産は、たとえ正
当な所有者から購入したと思っていたとして
も、あるいは自身や父親の土地を耕作してい
るのだと思っていたのだとしても、使用を開
始した時点に遡って相場の賃料を支払う必要
があった。
　この不動産運用の枠組みのもとでは、ワク
フ、孤児の財産、そして条件つきではあるが
営利物件も含めた 3 類型に該当する不動産を
所有する者は、侵奪からも、また不当な契約
による期待収益の損失からも保護されること
となった。このことは、それまでの契約的枠
組みの重要性が相対的に低下したことを意味

する。不動産の使用利益をめぐる議論におい
て、賃料の支払い義務を生じさせる契約と、
契約上の合意によって決定される約定賃料
は、もはや決定的な意味を有しない。不動産
のじっさいの使用が、自動的に賃貸借関係に
転換され、賃料の支払い義務を生じさせると
ともに、その金額は契約上の合意によって決
定されるのではなく、相場の賃料にもとづき
決定される。この学説が、侵奪や廉価な賃料
での賃貸による経済的不利益から不動産を所
有する人物を保護することを目的としている
ことは明らかである（51）。
　かくして、不動産を運用するさいにそれが
ワクフであるか否かが法的に重要な意味を持
つようになった。不動産をワクフに設定して
おけば、約定賃料が相場の賃料よりも著しく
廉価である場合や、侵奪によって一定期間不
動産からの収入が得られない場合であって
も、補償が得られるからである。このような
学説は、土地を所有し、その賃貸収益で生活
する富裕層の存在を前提にしなければ発達し
えない。つまり、時代の経過とともに賃貸借
をつうじた不動産運用が一般化し、賃貸人の
経済的利害に配慮する現実的必要性が、契約
的枠組みの後景化を帰結したのである。

Ⅳ．規範学説との比較

　ここまで、15〜16世紀エジプトのワクフを
めぐる状況を同時代の法学書の議論に依拠し
て検討したうえで、ワクフの運用方法の多様
化を推し進めた要因を、11〜12世紀以来の中
央アジアでみられるようになった賃貸借関係
をめぐる認識の変化と、それがマムルーク朝
およびオスマン朝において新たな学説として
発達し定着する過程のなかに探ってきた。さ
いごに、本稿で検討した15〜16世紀エジプト
の法学書の内容を、それ以前のエジプトの法
学書および規範的法学書（52）の内容と比較す
る。それにより、学説の継承・伝播の態様や
その変容を明らかにするための手掛かりを得
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ることにもつながるだろう。
　ワクフ経営における営繕へのつよい関心
は、どの時代の法学書においても共通して
みられる。ヒラール・アッラーイ（Hilal al-
Ra’y，859年没）は、ワクフに設定された家屋
について、「［家屋を］賃貸し、［その結果］
神がその収益からもたらしたすべてのものの
うちその一部をまずは営繕や修築のために支
出することからはじめ、それでもなお超過し
たもの（余剰）は貧者のために支出するこ
と（53）」と述べる。何よりもまずワクフの維持・
管理を最優先に考え、それでもなお資金に余
裕がある場合にはワクフの究極的な目的であ
る慈善のために支出することを説いているこ
とからも、ワクフに求められた永続性がいか
に大きな意味を持っていたのかがわかるだろ
う。また、アッバース朝期のバグダードで活
躍した法学者クドゥーリー（Qudūrī，1037年
没）は、「ワクフに設定された建物およびそ
の備品のうち損壊したものは、法官が必要だ
と認めればそれを当該ワクフの営繕のために
活用する［ことができる］。その必要がなけ
れば［ワクフの］営繕が必要となるまで［損
壊物を］保管しておき、［じっさいに必要と
なったときには］そうすること。［損壊物を］
ワクフの受益者の間で分配することは認めら
れない（54）」と述べ、損壊したワクフの一部
が受益者の手にわたることに懸念を示してい
る。おそらくは、受益者が本来得るべき手当
にくわえて損壊した瓦礫などの売却益を取得
するケースが想定されているのだと考えられ
るが、瓦礫の売却がワクフの永続性の原則に
反することは明らかである。損壊していると
はいえ、ワクフに設定された物件の一部はそ
の所有権の移転が停止されているため、売却
は認められない。
　さらに時代が下ると、ワクフの損壊や営
繕にかんする記述がより具体的になってゆ
く。イブン・マーザ（Ibn Māza，1219/20年
没）は、ワクフに設定された建物から何かが
落下した場合、それはもともとワクフの一部

なのであるから可能であればもとに戻すこと
が必要であるが、それが不可能なのであれば
落下物を売却し、その売却益をワクフの修繕
のために支出するべきだと説明する。売却益
の一部でも貧者のために支出することは、認
められない。なぜなら、ワクフの受益者であ
る貧者は、あくまでワクフの収益にたいして
権利を有するのであり、落下物の売却益はそ
れに相当しないからである（55）。14世紀エジ
プトの法学者ザイライー（al-Zayla‘ī, 1342年
没）は、受益者が損壊物を取得することがで
きない理由をより具体的かつ適確に説明して
いる。すなわち、建物の修繕は不可避である
が、瓦礫が残っていなければ修繕ができず、
寄進者の目的を実現することができなくなる
からである。受益者はあくまでワクフの使用
利益を享受する権利（用益権）を有するので
あって、ワクフの物自体に権利を有するわけ
ではない。ザイライーは続けて、瓦礫が使用
に耐えないなどの理由で修復が困難な場合に
は、それを売却し、その対価で以て営繕を実
施することを説いている。この対価は、売却
した瓦礫の代わりとなるものであるため、そ
れを営繕のために支出することが求められる

（56）。イブン・マーザとザイライーは、想定
しているのが建物の損壊部分のみであるとは
いえ、交換を前提としてワクフを売却するこ
とを説いている。実のところ、エジプトの法
学者タハーウィー（al-Ṭaḥāwī, 933年没）は、
ハナフィー派の学祖の1人に数えられるアブ
ー・ユースフ（Abū Yūsuf, 798年没）が、よ
り収益性の高い不動産を取得してワクフに設
定することを前提に既存のワクフの売却を認
める見解を示していることを紹介している

（57）。ただし、その根拠や具体的な取引方法
が示されることはなく、説明はきわめて簡素
である。それにたいしてイブン・マーザやザ
イライーは、売却が認められる根拠や、それ
がワクフの営繕を目的とすべきであることを
説明しているとともに、ワクフの売却を認め
ることによって生じる可能性がある問題、す
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なわち受益者が損壊物やその売却益を取得す
ることについても論じている。初期の学説に
みられる説明の抽象性と簡素さは、ワクフの
売却があくまで理論的にしか捉えられていな
かったことを、その後の学説にみられる叙述
の具体性や想定される問題の多様性は、ワク
フを売却する慣行が少しずつ現実味を帯びて
きたことを示していると考えられよう。
　ワクフの長期賃貸借契約は、法学者の間
でたびたび議論の的となったテーマである
が、イブン・マーザは長期間賃貸することに
よってワクフ物件が損壊する恐れがある場合
には、契約を解除できるとする学説を紹介し
ている（58）。賃貸借期間の制限は、約定賃料
と相場の賃料の乖離によるリスクから賃貸人
の利益を保護するための方法として発達した
と考えられるが、まずは中央アジアで賃貸借
期間を制限する傾向がみられるようになっ
た（59）。そしてその後、この慣行が東地中海
地域にも伝播したと推察できる。なぜなら、
中央アジアからのハナフィー派法学者の移動
に伴いエジプト、シリア、アナトリアなどの
東地中海地域にハナフィー派法学の新たなネ
ットワークが形成されたからである（60）。長
期賃貸借契約をめぐる学説も、ハナフィー派
法学者たちの一連の移動の過程で中央アジア
からもたらされたと考えるのが自然だろう。
　また、イブン・マーザは、管財人がある人
物に賃料を支払うことなくワクフに設定され
た物件に居住することを許可した場合につい
て、当時の認識が初期の法学者のそれとは異
なることを指摘している。ヒラール・アッラ
ーイによれば、その居住者は何も負担する必
要はないと述べたが、イブン・マーザと同時
代の法学者たちの多くは相場の賃料の支払い
が必要だと考えていた（61）。つまり、初期の
法学者が想定していなかった問題が賃料をめ
ぐる認識の変化を生んだのであり、それすな
わち、賃貸人の利益に配慮する現実的必要性
であった。他にもイブン・マーザは、管財人
がワクフに設定された住居を相場の賃料より

も廉価で賃貸し、その賃料が「人びとが互い
にそのような騙し合いはしない」程度、す
なわち悪質な欺罔と捉えられ得るほどの価
格（62）であった場合には、法学者たちが適切
だとみなす価格帯の相場の賃料を支払う義務
が生じることを説明している。やはりここで
も、念頭に置かれているのは賃貸人の利益で
あり、約定賃料よりも相場の賃料が優越する
という12世紀以降の中央アジアでみられるよ
うになった新たな認識を反映している。ワク
フと質権をめぐるイブン・マーザの見解も同
様に、相場の賃料の重要性にもとづいている。
すなわち、ワクフを質入れしてそこに質権者
が居住する場合、それが営利物件であるか
否かにかかわらず相場の賃料が発生する（63）。
タラーブルスィーがこの見解を踏襲している
ことは、先に検討したかれの議論がイブン・
マーザのそれとほぼ同じであることからも明
らかであろう。
　以上の事例からもわかるように、一般に、
東方で発達した学説がだんだん西方に伝播す
るパターンが多く観察される。したがって、
エジプトの法学書と、マー・ワラー・アンナ
フル（64）や中央アジアの法学書を比較検討す
る作業が今後進められなければならない。ま
たそれと同時に、ワクフをめぐる新たな学説
がエジプトの慣行をどの程度取り込んだのか
を明らかにするためには、エジプトを拠点に
活躍した法学者についても、時代ごとに検討
する必要があるだろう。本稿で取り上げた事
例はごくわずかなので、学説相伝の態様をよ
り具体的に明らかにするためには、法学書の
多角的検討が求められる。

まとめと今後の展望

　以上、ワクフ経営をめぐる15〜16世紀エジ
プトの法学者の所論を、それ以前のエジプト
の法学者および古典学説との比較も交えなが
ら検討してきた。結びにかえて、ここまでの
議論をまとめたうえで本稿の意義と貢献を再
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確認し、今後の展望を示しておこう。
　まず指摘しておかなければならないのは、
ワクフの永続という目的自体はどの法学者の
見解においても共通して重視されていたこと
である。ただし、そのために求められる措置
は、地域によっても、また時代によっても異
なった。それはとりもなおさず、ワクフが永
続することを原則としながらも、現実社会に
おいては多様な形をとり得たことを意味す
る。社会や人びとの行動・思考の様式が変化
すれば、ワクフをめぐる状況もより複雑化す
る。その結果、ワクフを継続させるための方
法もまた多様化していったのである。
　また、全体的な傾向として、初期の法学書
に比べて後世の法学書のほうが叙述がより具
体的かつ網羅的になってゆくことも確認でき
る。ワクフの損壊や営繕をめぐる議論におい
ては、後世の法学者ほど損壊物や売却益につ
いて具体的に説明する傾向が確認でき、ワク
フが荒廃したさいの取りあつかいや手続きに
ついてのイブン・ヌジャイムの仔細な説明は、
15〜16世紀エジプトにおける荒廃物件の多さ
を示唆する。イスラム法がまだ体系化される
以前においては、不動産全体に占めるワクフ
の割合も小さく、その廃止をめぐる議論はそ
れほど必要がなかったのかもしれない。しか
しながら、現実社会においては不動産の経年
劣化やそれに伴う資産価値の低下は不可避で
あり、時代を下るにつれてワクフの継続をめ
ぐる問題が顕在化することとなる。はやくも
10世紀のエジプトでワクフの売却をめぐる理
論的考察がみられ、そして14世紀のエジプト
では同じ問題がより具体的な設例にもとづい
て議論されるようになったことは、ワクフを
取り巻く状況がより複雑化し、そのエジプト
への影響が看過できないほどに甚大化しつつ
あったことを意味する。またそれと同時に、
初期に構築された法理論が現実社会の変化に
応じて少しずつ修正されたことを如実に示し
てもいる。そして、この理論的発展を可能に
したのが、法学書をつうじて体系的に表現さ

れる法学説であった。
　ワクフをめぐる状況の変化は、それ以前に
は想定されていなかった現象や問題を引き起
こし、法が変化する契機を生み出す。このこ
とがとりわけワクフをめぐる法理論の観点か
ら問題となるのは、ワクフに求められた永続
性があくまで理念的なものにすぎないこと
が、時代の経過に伴うワクフの逓増や物件の
荒廃によって明らかとなるからである。理論
はつねに現実的裏づけを必要とするため、理
論と現実の対応関係を担保するためには理論
を変えざるを得ない。学派において伝統的に
継承されてきた学説の総体としての法理論
は、かくして、問題が生じるたびに変容の危
機にさらされる。
　しかしながら、後世の法学者は学説そのも
のを維持したままその解釈を変えることで、
理論と現実を調和させる方法を生み出した。
それにより、ワクフの永続についてもいくつ
かの解釈が可能となった。すなわち、寄進時
とまったく同じ条件でワクフを経営するの
か、それとも受益者への利益の配分を永続的
に実施することを重視するのか、あるいはど
のようなかたちであれ慈善目的が達成できる
のであれば物件の運用方法や受益者は変更し
ても構わないと考えるのか、などである。学
派形成期の学説でワクフの永続が意味したの
は、当然のことながら寄進時と同じ条件での
経営であろうが、その後の法学者たちがワク
フの永続を第 2 、第 3 の意味で捉えたことは、
新たな契約形態や法規定が生まれたことから
も明らかである。ワクフが市井の人びとにと
ってより身近な財産行為となったことも、ワ
クフの多様化と関係しているだろう。すなわ
ちワクフは、それを利用する人びとに様ざま
な利益や便宜をもたらしたが、人びともまた
相続や資金調達などの社会経済的な目的を実
現するためのチャネルとしてワクフを利用す
るなかで、新たな運用方法を生み出していっ
た。
　ワクフ研究は、法の変化の論理と態様を個
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別事例にそくして明らかにすることができる
点で、法社会学の観点からの貢献が期待でき
る。というのも、ワクフに求められた理念的
永続性を現実社会において創り出すために
は、法そのものを書換えざるを得ず、ワクフ
をめぐる新たな契約形態や法規定がどのよう
に正当化・合法化されたのかを検討すること
で、イスラム法が社会との関係のなかでかた
ちを変えてゆくプロセスを明らかにすること
ができるからである。
　また、ワクフの運用方法の多様性を踏まえ
れば、比較の作業をつうじて地域ごとの特質
や学説相伝の態様を明らかにする研究も今後
進められなければならない。たとえば、18〜
19世紀ダマスクスでは、ムルサドと呼ばれる
融資方法が普及していたが、その仕組みはオ
スマン朝の都市部でみられたイジャーレテイ
ンとほぼ同じであったことから、三浦は「実
質的には、ワクフ物件を合法的に売買する
ことと同じ効果をもっていた」と述べる（65）。
エジプトでも同様に、フルーウやヒクルなど、
名称こそ異なるもののイジャーレテインに類
似した長期賃貸借契約が理論上は存在したこ
とが知られている（66）。これらの長期賃貸借
契約が、果たしてオスマン朝の影響下におい
て発達したものなのか、それともエジプトや
シリアに固有の慣行に由来するのかを見究め
るためには、規範学説との関係を念頭に置き
ながら時代縦断的かつ地域横断的に法学書の
比較検討をする必要がある。そのさい、「い
つ」そのような慣行がみられるようになった
かのみならず、「どのように」してそのよう
な慣行が正当化されたのかが問われなければ
ならない。オスマン朝による征服以後にその
ような慣行がみられるようになったからとい
って、それがオスマン朝の影響によるものだ
と断定すれば、オスマン朝支配下の諸社会で
みられるようになった現象をすべからくオス
マン朝の特質に結びつける従来の研究と同じ
轍を踏むことになろう。
　さいごに、法学書の内容を法廷記録のそれ

と照合することで欠落した文脈を補う作業が
進められなければならない。堀井は、規範的
法学書では法と社会実態との関係はみえにく
いことを指摘しているが（67）、同様のことは
多くの法学書にも当てはまるだろう。という
のも、一般に、法学書では設例によって例示
される具体的な問題についてのいくつかの学
説が列挙されるが、そのなかからカーディー
がどの学説をじっさいに適用したのかは、や
はり法廷記録を参照しなければ明らかにでき
ないからである。法学書に記された社会の一
側面を、ワクフ関連文書や法廷文書などの実
記録によって裏づけてゆく作業をつうじて、
ワクフ経営の実態をより多面的に明らかにす
ることができるだろう。

【注】
（1）	 アラビア語でシャリーアと呼ばれる。そ

の特徴は、19世紀に至るまで成文化される
ことなく学説の体系として発展してきた点
に求めることができる。コーラン（啓典）
を第一義的な法源とし、それを補う第 2 の
法源として預言者の言行（ハディースと呼
ばれる伝承によってそれを知る）が重視さ
れたが、第 3 、第 4 の法源である共同体の
合意（イジュマー）や類推（キヤース）も、
法形成において重要な役割を果たした。こ
れらの法源のうちいずれをどの程度重視す
るかによって解釈に幅が生まれ、法学派が
形成されたが、スンナ派においては最終的
にハナフィー派、シャーフィイー派、マー
リク派、ハンバル派の 4 つが正統法学派と
して公認されるに至った。堀井聡江『イス
ラーム法通史』山川出版社、2004年、66〜
140頁。

（2）	 著名な法学者がワクフをどのように定義
しているかについては、久保亮輔『前近代
エジプトにおけるワクフ経営のダイナミズ
ム：法学説と現実』（刀水書房、2024年）
36〜40頁を参照のこと。

（3）	 法廷は、裁判の場であるのみならず、不
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動産の登記や賃貸借、売買、婚姻、相続な
ど日常生活で交わされる契約や取引の認証
の場でもあった。三浦徹「裁判制度（イス
ラムの）」山本博文ほか編『歴史学事典』（第
９ 巻「法と秩序」）弘文堂、2002年、252〜
53頁。

（4）	 ワクフの概要については、久保亮輔「ワ
クフの宗教的・社会経済的意義」Qalawun 

	 VR Project（ 深 堀 り 解 説 ）2021.05.25. 
（https://qalawun.aa-ken.jp/blog/ 20210525_ 
530/, 最終アクセス2024年 8 月 7 日）でも
論じたことがある。

（5）	 M. M. Amīn, al-Awqāf wa-al-ḥayāt al-
ijtimā‘īya fī Miṣr, 648-923 H / 1250-1517 M, 
Cairo, 1980, pp. 11〜15.

（6）	 イスラム法の許での財産をめぐる規定に
ついては、柳橋博之『イスラーム財産法』（東
京大学出版会、2012年）に詳しい。同書で
は、ワクフにかんする諸規定についても立
項されており（同書637〜66頁）、イスラム
法の許で認められる／認められない取引や
契約およびその根拠が、学派ごとに丁寧に
まとめられている。

（7）	 寄進者が寄進時に任意の人物を指名する
ことができ、存命中は自身が務めることも
できた。管財人は、ワクフ経営においては
収益の差配や吏員の任免にたいして権限を
有するとともに、経営にかかわる他の吏員
と比べても高額な給与が支給されることが
多かった。そのため、まずは自身が管財人
を務め、その死後は親族に管財人職を承継
することを規定するワクフが多かった。

（8）	 カーディーの役割は、法廷を主宰し判決
を下すのみならず、契約や取引の認証や、
証書の発行にまでおよんだ。三浦、前掲論
文、252〜53頁。

（9）	 カーディーが現実社会への法の適用を主
な任務とする実務法官だとすれば、法学者
は執筆活動をつうじて学説を再生産・刷新
し、学術的観点に立って現実社会への法の
適用方法を探る法理論家であった。

（10）	 たとえば、ワクフ経営においては物件
の事実上の私物化を防ぐ目的から基本的に
短期（ 1 〜 3 年）の賃貸借契約をつうじて
運用することが求められたが、オスマン朝
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